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営農型太陽光発電における水稲収量と光環境の関係 
～山形県内３地区・3年間の水田で実証～ 

【本件のポイント】  

● 山形大学農学部と名古屋市立大学の研究グループは、山形県内３地区の

実際に営農が行われている水田に設置された営農型太陽光発電を対象

に、水稲の光環境・収量・品質・粗収益を3年間にわたり統合的に比較評

価しました。 

● 同程度の遮光率でも、パネル配置の違いによって水稲が受ける光の総量

と時間的な揺らぎが異なり、収量低下の程度が変わることを示しまし

た。80％収量維持に必要な相対累積光量は76.5％と推定しました。品質

面ではタンパク質含有率の上昇と食味値の低下を確認した一方で、経済

面では品質低下に伴う農産物収入減少を売電収入が一定程度下支えしうることを示しました。 

● 本成果は、水田営農型太陽光発電の設計や制度評価を、従来の「遮光率」中心の見方から、実測された光環境

に基づく評価へ発展させるうえで重要な知見です。特に、日射条件が相対的に厳しい東北地方の冷温帯水田地

域においても、営農型太陽光発電の導入可能性を具体的に検討できることを示した点に意義があります。 

【概要】  

山形大学農学部と名古屋市立大学の共同研究グループは、山形県内３地区（酒田市、東根市、米沢市）の実際

に営農が行われている水田に設置された営農型太陽光発電を対象に、2022 年から2024 年までの 3 年間にわたり

比較調査を行いました。高頻度の光環境計測により、水稲が実際に受ける光の総量と時間的変動を評価し、収量、

品質、土地利用効率、粗収益との関係を解析した結果、名目上の遮光率だけでは水稲収量や品質の違いを十分に

説明できないことを明らかにしました。 

解析の結果、営農型太陽光発電区では 3 年平均で酒田 33.6％、東根 20.6％、米沢 31.6％の減収がみられ、減

収には主に穂数の減少が関わっていました。短期的な光の変動性は、光の総量の減少よりも強く減収に関連して

いました。全データを統合した回帰分析により、行政上の目安である80％収量の維持には、対照区の 76.5％以上

の相対累積光量が必要と推定しました。また、品質面ではタンパク質含有率の上昇と食味値の低下を確認しまし

たが、経済面では品質低下に伴う農産物収入減少を売電収入が一定程度下支えしうることを示しました。 

本成果は、Journal of Cleaner Production に 2026 年 3 月に掲載されました。 

【背景】 

再生可能エネルギーの導入拡大と食料生産の維持を両立する方法として、営農型太陽光発電への関心が高まっ

ています。一方、水稲は日本の農業において重要な作物であり、営農型太陽光発電の導入にあたっては、周辺地域

の標準収量の 80％以上を維持することが制度上求められています。しかし、従来の設計や評価では、太陽光パネ

ルの面積比から求める遮光率が重視される一方で、遮光率は実際に水稲が受ける光を直接表す指標ではありませ

ん。また、パネル配置によっては、日中に短い日なたと日陰が繰り返されるなど、光の強さが時間的に大きく変動

します。水稲の営農型太陽光発電については、これまで特定の実験水田を対象とした研究が多く、複数の設備構成

を、複数年にわたり、実際に営農が行われている複数の水田で比較した現地実証は限られていました。 

そこで本研究では、山形県内 3 地区の水田で 3 年間比較することで、水田営農型太陽光発電における実際の光

環境と収量形成の関係を検証しました。これは、日射条件が相対的に厳しい東北地方の冷温帯水田地域において、

営農型太陽光発電の導入可能性を、設備構成の違いを踏まえて検討するための基礎研究として位置づけられます。 
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【研究手法・研究成果】 

本研究では、山形県内の3 地区の生産現場の水田を対象に、3 年間にわたり比較調査を行いました。対象とした

のは、酒田市の密な細幅パネル型、東根市の疎な細幅パネル型、米沢市の幅広パネル型の 3 種類です。各地区で、

営農型太陽光発電区と隣接する対照区を設定し、水田上の光環境を30 秒間隔で測定しました。加えて、収量構成

要素、品質指標、土地利用効率、売電を含む粗収益も解析しました。 

その結果、3 地区はそれぞれ異なる光環境を示しました。酒田市の圃場では、低照度と高照度が短時間で入れ替

わる間欠的な光環境がみられ、東根市の圃場では比較的長い高照度の時間帯が確保され、米沢市の圃場では比較

的長い低照度の時間帯が生じました。相対累積光量は東根市の圃場で最も高く、米沢市の圃場が最も低い結果と

なりました。 

収量面では、営農型太陽光発電区の理論収量は、全ての地点・年で対照区より有意に低く、3 年平均の減収率は

酒田 33.6％、東根 20.6％、米沢 31.6％でした。主な要因は穂数の減少であり、混合効果モデルによる解析では、

光の時間的変動の負の影響が、累積光量の正の影響を上回ることを明らかにしました。すなわち、水稲収量を評価

するうえでは、単に「どれだけ暗いか」だけでなく、「光がどのように揺らぐか」も重要であることを明らかにし

ました。 

また、全データを統合した回帰分析から、80％収量維持に必要な相対累積光量は 76.5％（95％信頼区間 71.6–

79.9％）と推定しました。品質面では、2024 年の分析で、営農型太陽光発電区においてタンパク質含有率の上昇

と食味値の低下が生じることを示しました。さらに、土地利用効率を示すLER は 1.35〜1.45 となり、固定価格買

取制度期間中の条件では品質低下による農産物収入減を売電収入が下支えする可能性があることを明らかにしま

した。 

 

【今後の展望】 

本研究は、水田の営農型太陽光発電の評価において、従来重視されてきた遮光率だけでは不十分であり、累積光

量や光の時間的変動を含めて評価する必要があることを示しました。あわせて、日射条件が相対的に厳しい東北

地方の冷温帯水田地域においても、営農型太陽光発電の導入可能性を一律に判断するのではなく、設備構成と光

環境の設計次第で成立条件を検討できることを示した点に意義があります。今後、営農型太陽光発電設備の設計

や実証、制度評価において、こうした動的光環境を考慮した新たな評価枠組みの導入が期待されます。特に、行政

上の 80％収量要件の運用や設備設計では、動的光指標や最低限必要な累積光量閾値を考慮することが重要と考え

られます。 

 

 

※用語解説 本文中の難しい専門用語やプロジェクトの説明等はまとめて記載 

１．営農型太陽光発電：農地の上部空間に太陽光パネルを設置し、農業生産と発電を同時に行う仕組み。 

２．相対累積光量：営農型太陽光発電区が、対照区に比べて作期全体でどれだけ光を受けたかを示す割合。 

３．LER：Land Equivalent Ratio。農業生産と発電を同じ土地で行ったときの土地利用効率を示す指標。 

４．固定価格買取制度：再生可能エネルギーで発電した電気を、一定価格で買い取る制度。 
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